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松戸市長 本郷谷 健次 様 

 

 

松戸市個人情報保護審議会   

  会 長 井 川 信 子  印   

 

 

個人情報の非開示決定に対する審査請求に係る諮問について（答申） 

   

令和５年２月２７日付け松子保第１４５２号をもって諮問のあった個人情報の非

開示決定（以下「本件処分」という。）に対する審査請求（以下「本件審査請求」と

いう。）について、別紙のとおり答申する。 
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答  申 

 

１ 審議会の結論  

松戸市長が行った本件処分は、妥当である。 

 

２ 本件審査請求までの経過 

審査請求人は、令和４年９月２２日付けで、処分庁に対し、松戸市個人情報の

保護に関する条例（昭和６３年松戸市条例第１０号。松戸市個人情報の保護に関

する法律施行条例（令和４年松戸市条例第４６号）による廃止前の条例をいう。

以下「条例」という。）第１０条第１項の規定により、「私がＨ○○年に届出た

○○○○、○○○○についての転園、転校に関する書類」（以下「本件公文書に

記録されている個人情報の記録」という。）について、個人情報の開示請求（以

下「本件開示請求」という。）をした。 

処分庁は、本件開示請求に対して、令和４年１０月３日付け個人情報非開示決

定通知書により、条例第１１条の３第２項において準用する松戸市情報公開条例

第１０条第２項に該当するため、本件公文書に記録されている個人情報の記録の

不存在を理由とする非開示決定（以下「本件処分」という。）をした。 

審査請求人は、本件処分を不服とし、令和４年１１月８日付け審査請求書及び

令和４年１１月２５日付け審査請求書（補足説明）により、本件処分に対して、

本件審査請求をした。 

審査請求人は、令和４年１２月１９日付け反論書により、棄却をする処分庁の

方針への反論として、関連部署において統一的見解を求める等の意見を提出した。 

審査請求人は、令和５年１０月１６日付け再弁明書の申入書により、松戸市長

及び松戸市教育委員会に対し、現在、７件の審査請求をしており、再度の弁明を

求める意見を提出した。 

 

３ 本件審査請求の趣旨 

本件処分に対する審査請求人の主張は、おおむね次のとおりである。 

（１）本件処分を取り消し、請求対象文書の全部を開示するよう求める。 

（２）対象文書の保存期間について、松戸市公文書管理規則（平成１４年松戸市規

則第２３号）別表（第８条関係）のうちどの保存期間に該当するのか、１年か

３年か、言及がない。 

（３）平成２８年又は３０年の時点で保育園や小学校内の文書を全て手書きし、紙と
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して保管しているとは考えにくい。昨今のＩＴ化の流れを考えれば、データベー

スとして保管されているのが自然である。 

（４）父親が板橋区に残っている状況で、母親のみが転園、転校の申請をするのも不

自然である。 

（５）１年又は３年経過後にデータが削除されるというプログラムを組んでいるのも

現実的ではない。本件の保有個人情報も、現時点でデータとして保管されている

はずである。 

 

４ 処分庁の説明要旨 

（１）弁明の趣旨 

   本件審査請求を棄却することを求める。 

（２）本件処分の理由 

開示請求文書のうち、「私がＨ○○年に届出た○○○○、○○○○について

の転園に関する書類」及び令和４年１１月１２日付け追加調査書類については、

松戸市公文書管理規則第８条第２項に定める別表左欄の公文書区分中「許認可等

に関するものでその効力を有する期間が５年以下のもの」の保存期間「５年」の

規定に則り、平成○○年４月１日から令和○３年３月３１日まで書類を保管し、

令和３年４月１日に保存期間が超過したため、書類及びデータの廃棄をした。 

よって、開示請求のあった個人情報を保有していないため、条例第１１条の３

第２項において準用する松戸市情報公開条例第１０条第２項に該当する。 

以上のことからすると、本件処分には違法又は不当な点はなく、取消しの必要

はない。 

 

５ 審議会の判断  

本件処分に対する審議会の判断は、次のとおりである。 

（１）条例の定義 

条例は、定義として、第２条第１号において、 

「⑴ 個人情報 個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものをい

う。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画、写真、

フィルム若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記

録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作そ
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の他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。）

により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合すること

ができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを

含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの」 

と規定する。 

次に、条例は、次に同条第７号において、 

「⑺ 公文書 市の機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写

真、フィルム若しくは電磁的記録であって、当該市の機関の職員が組織的

に用いるものとして、当該市の機関が保有しているものをいう。ただし、

新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行

されるものを除く。」 

と規定する。 

上記の条例の定めからすると、公文書に記録されている個人情報の記録を開

示するためには、条例に基づき、市の機関の職員が文書を職務上作成し、又は

取得したこと及びそれを市の機関の職員が組織的に用いるものとして、市の機

関が保有していることが前提となる。 

具体的には、松戸市事務決裁規程（昭和３８年松戸市訓令甲第６号）第９条

別表、又は松戸市教育委員会事務決裁規程（昭和４８年松戸市教育委員会訓令

第３号）第８条別表に掲げる専決権者（課長、所長等、一定の権限を有する者）

からの指示等、組織としての直接的又は間接的な関与があり、作成又は取得し

た文書であることを要し、公文書の開示は、専決事項のうち、主務課長が文書

管理者（松戸市公文書管理規則第４条第２項）として、決裁責任者（市長、市

長の権限の受任者及び専決権限を有する者をいう。）となり、本件公文書の「転

園、転校に関する書類」のうち保育所に関する書類については、担当職員が主

務課長（保育課長）の指示を受け、決裁を起案した時点で組織共用文書に該当

する。 

ここで決裁とは、決裁責任者が、その権限に属する事務の処理に関し、最終

的に意思決定をすることをいい、本件公文書については、保育課長がその任に

当たる。 

そして、決裁後は、文書管理者によって、課の事務又は事業の執行上、業務

上必要なものとして利用又は保存されていることを要し、職員個人の便宜のた

めにのみ作成又は取得し組織としての利用を予定していない文書、決裁を予定
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していない文書のほか、利用・保存を終え廃棄した文書は、開示請求の対象と

ならない。 

（２）本件開示請求への対応について 

開示請求について、条例第１０条（個人情報の開示）は、 

「第１０条 何人も、市の機関に対し、公文書に記録されている個人情報の記

録（当該個人のものに限る。）のうち法令の規定により非公開とされている

ものを除き、その開示を請求することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理

人は、本人に代わって前項の請求をすることができる。 

３ 市の機関は、第１項の請求があつた場合において、当該請求に係る個人

情報の記録が次の各号のいずれかに該当するときは、当該記録を開示しな

いことができる。 

⑴ 個人の評価、診断、判定、相談又は選考に関するものであつて、本人

に知らせないことが正当と認められるもの 

⑵ 開示することにより市の機関の公正又は適正な行政執行を妨げるおそ

れのあるもの 

⑶ その他公益上必要があると市長が審議会の意見を聴いて認めたもの」 

と規定する。 

本件公文書に記録されている個人情報の記録は、審査請求人の子に関する記

録に含まれる審査請求人に関する記録であり、特定の個人を識別できる書類と

して、保有している場合には、個人情報の記録に該当し、開示請求の対象とな

り得る。 

本件処分においては、当該文書の不保有を理由として、処分庁は非開示決定

を行っている。 

（３）「本件公文書に記録されている個人情報の記録」の存否について 

次に、当審議会において、処分庁の説明を聴取し、改めて処分庁に対して電

磁的記録を含め存在の確認を求めたところ、平成 27年に作成されその後継続的

に管理されている、保育所の入所に係る電磁的記録の存在が判明したが、当該

電磁的記録のデータ内に審査請求人の情報の記録は確認されなかった。本件開

示請求の対象となる（開示請求者の個人情報の記録があると考えられる）公文

書は、既に保管期間を過ぎており、書類及びデータを廃棄したとの処分庁の説

明は、データの廃棄をしたとの説明に誤りがあるものの、対象となる公文書の

不存在という結論は、正しいものである。 
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文書不存在の場合の文書の存在立証責任について、最高裁判所（平成２６年

７月１４日判決要旨）は、行政文書を保有していないことを理由とする不開示

決定の取消訴訟では、開示請求者が行政文書の保有につき主張立証責任を負い、

開示請求者の側で行政機関が過去のある時点で当該文書を保有するに至ったと

主張したが、不開示決定時における保有を直接立証できない場合、文書保有の

推認の可否は、文書の内容や性質、その保有に至る経緯や前記決定までの期間、

その保管の体制や状況等に応じて、個別具体的に検討すべきであると判示して

いる。 

本件公文書について、処分庁は、当該年度の同様の公文書とともに、松戸市

公文書管理規則等に従い、保管期間経過後に松戸市全体の文書廃棄のスケジュ

ールの中で廃棄をしたと述べており、本件公文書のみ別に保管されているなど、

廃棄されたことを疑わせる事情は見られない。審査請求人は、昨今のＩＴ化の

流れを考えれば、データベースとして保管されているのが自然である旨を主張す

るとともに、入力されたデータが１年や３年で自動的に削除されるはずがない

旨を主張するが、前記のとおり、本件に関する電磁的記録において、審査請求

人の個人情報の存在は確認できなかった。 

（４）本審査請求への対応 

次に、条例第１１条の３第２項において準用する松戸市情報公開条例（平成

１３年松戸市条例第３０号）第１０条（開示請求に対する決定等）は、 

「第１０条 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部又は一部を開示すると

きは、その旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨及び開示の実施に関

し必要な事項を書面により通知しなければならない。 

２ 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部を開示しないとき（前条の規

定により開示請求を拒否するとき及び開示請求に係る公文書を保有してい

ないときを含む。）は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、そ

の旨を書面により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、前２項の規定により開示請求に係る公文書の全部又は一部

を開示しないときは、開示請求者に対し、当該各項に規定する書面により

その理由を示さなければならない。この場合においては、開示しないこと

とする根拠規定及び当該規定を適用する根拠が、当該書面の記載自体から

理解されるものとしなければならない。」 

と規定する。 
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したがって、公文書の全部又は一部を開示しないときは、決定通知書にその

理由を示さなければならないほか、当該理由に基づき、非開示の根拠規定及び

当該規定を適用する根拠が、その記載自体から理解されるようにしなければな

らない。 

また、一部開示又は非開示決定の場合は、松戸市行政手続条例（平成８年松

戸市条例第１６号）第８条の規定に基づき理由を提示することが求められ、同

条は、 

「第８条  市の機関は、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする

場合は、申請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない。

ただし、条例等に定められた許認可等の要件又は公にされた審査基準が数

量的指標その他の客観的指標により明確に定められている場合であって、

当該申請がこれらに適合しないことが申請書の記載又は添付書類その他の

申請の内容から明らかであるときは、申請者の求めがあったときにこれを

示せば足りる。 

２ 前項本文に規定する処分を書面でするときは、同項の理由は、書面によ

り示さなければならない。」 

と規定する。 

したがって、市の機関は、一部開示決定及び非開示決定については、非開示

情報に該当する理由として、①開示しないこととする根拠条文 及び ②当該

条文を適用する根拠を開示等決定通知書に具体的に記載することが必要である。 

本件処分について検討すると、非開示決定通知書に根拠規定及び当該規定を

適用する根拠として「開示請求に係る個人情報が記録された公文書については、

所定の保存期間が経過し、廃棄されているため。松戸市個人情報の保護に関する

条例第１１条の３第２項において準用する松戸市情報公開条例第１０条第２項

に該当（不存在）」と記載されており、本件処分の根拠及び説明として不足する

ものではなく、妥当なものと判断する。 

その他、審査請求人は種々の主張をしているが、当審議会の判断に影響を及

ぼすものではない。 

（５）結論 

よって、審議会は、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

 

６ 審議会の処理経過 

審議会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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審議会の処理経過 

                

年  月  日 内  容 

令和 ５年 ２月２７日 諮問書の受理 

令和 ５年１１月１６日  第１回審議会（諮問の報告）  

令和 ５年１２月２１日 第２回審議会（審議）  

令和 ６年 １月２６日 第３回審議会（審議・理由説明） 

令和 ６年 ２月２９日 第４回審議会（審議）  

令和 ６年 ３月１８日 第５回審議会（審議）  

 


